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平成１９年３月期第３四半期財務・業績の概況の開示状況について 

 

平成１９年３月１２日 

株式会社東京証券取引所 

 

当取引所では、市場第一部・第二部上場会社及び優先出資証券の上場会社に対し、平成１

６年４月１日より開始する連結会計年度から、一定の経過措置を設けつつ「四半期財務・業

績の概況」の開示を原則として義務付けています1。 

このたび、当取引所では、平成１９年３月期決算上場会社の第３四半期（以下、「当第３四

半期」という。）における財務・業績の概況の開示状況について調査を実施し、以下のとおり

とりまとめました。 

 

 

Ⅰ 調査対象会社 

平成１８年１２月３１日現在の３月期決算会社である市場第一部・第二部上場内国会社（優

先出資証券の上場会社を含む。）の１,７４６社を対象としています2。 

  

Ⅱ 当第３四半期における開示内容の内訳 

四半期財務・業績の概況の開示においては、上場会社の属する企業集団（ただし、連結財務

諸表非作成会社は、当該上場会社）の経営成績及び財政状態に係る四半期財務情報の開示が

必要となります。具体的には、連結ベース（連結財務諸表非作成会社は、個別ベース）の売

上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益、総資産及び純資産の額などの項目の開

示並びに（要約）貸借対照表及び（要約）損益計算書の添付が原則として求められます。 

 

なお、四半期財務・業績の概況の開示では、経過措置として平成１９年３月３１日以前に開

始する連結会計年度における開示については、従前の「四半期業績の概況の開示」（売上高等

を最低限の開示項目とする開示）を行うこともできることとしていますが、当年度が経過措

置適用の最終年度であり、来年度からは全上場会社に対し「四半期財務・業績の概況」を提

出することが求められます。 
 

                                                  
1 マザーズの上場会社に対しては、従前から、別途四半期開示を義務付けています。 
2 平成１９年１月１日以後に上場廃止となった会社で、廃止前に四半期開示を行わなかった会社を除いています。 
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当第３四半期においては、経過措置の適用を受け、「四半期財務・業績の概況」に代えて引

き続き「四半期業績の概況」の開示を行った会社は、前回調査時（平成１９年３月期決算の

第１四半期）より若干減少し、６７社（３.８%）となりました（前回調査時は７１社（４.１%））。 
（単位：社） 

 
四半期財務・業績 

の概況 

四半期業績の概況 

（経過措置） 
計 

平成１９年３月期

第３四半期 

１,６７９ 

（９６.２％） 

６７ 

（３.８％） 
１,７４６ 

平成１９年３月期

第１四半期 

１,６６９ 

（９５.９％） 

７１ 

（４.１％） 
１,７４０ 

 

 

（参考Ⅱ－１）当第３四半期における業種別開示内容の内訳 

四半期業績の概況
（経過措置）

計

社数 （％） 社数 社数

水産・農林業 6 100.0% 0 6

鉱業 5 100.0% 0 5

建設業 81 68.1% 38 119

食料品 71 100.0% 0 71

繊維製品 43 100.0% 0 43

パルプ・紙 15 100.0% 0 15

化学 129 99.2% 1 130

医薬品 34 100.0% 0 34

石油・石炭製品 8 100.0% 0 8

ゴム製品 13 92.9% 1 14

ガラス・土石製品 30 96.8% 1 31

鉄鋼 37 88.1% 5 42

非鉄金属 34 97.1% 1 35

金属製品 44 95.7% 2 46

機械 137 97.2% 4 141

電気機器 174 98.3% 3 177

輸送用機器 77 100.0% 0 77

精密機器 31 100.0% 0 31

その他製品 45 100.0% 0 45

電気・ガス業 20 100.0% 0 20

陸運業 42 100.0% 0 42

海運業 12 100.0% 0 12

空運業 4 100.0% 0 4

倉庫・運輸関連業 23 100.0% 0 23

情報・通信業 92 100.0% 0 92

卸売業 147 100.0% 0 147

小売業 66 98.5% 1 67

銀行業 86 98.9% 1 87

証券、商品先物取引業 22 100.0% 0 22

保険業 1 12.5% 7 8

その他金融業 35 97.2% 1 36

不動産業 44 100.0% 0 44

サービス業 71 98.6% 1 72

総計 1,679 96.2% 67 1,746

四半期財務・業績の概況

 



- 3 - 

Ⅲ 四半期財務・業績の概況の開示 

１.開示所要日数 

当第３四半期において「財務・業績の概況の開示」を行った会社（１,６７９社）の平均開

示所要日数は３４.９日であり、前年同期（平成１８年３月期第３四半期）と比較すると、０.

５日の短縮が見られました。 

（単位：日） 

 
四半期財務・業績 

の概況 

四半期業績の概況 

（経過措置） 
計 

平成１９年３月期 

第３四半期 
３４．９ ３４．２ ３４．８ 

平成１８年３月期 

第３四半期 
３５．４ ３２．６ ３５．２ 

平成１９年３月期 

第１四半期（参考） 
３３．４ ３２．６ ３３．４ 

 

（参考Ⅲ－１）開示日の分布 

開示日 1/1-7 1/8-14 1/15-21 1/22-28 1/29-2/4 2/5-11 2/12-18 2/19-25 2/26-28

社数 1 0 18 209 618 605 201 23 4

累計社数 1 1 19 228 846 1,451 1,652 1,675 1,679

比率（％） 0.1% 0.1% 1.1% 13.6% 50.4% 86.4% 98.4% 99.8% 100.0%  
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（参考Ⅲ－２）日別・開示内容別の開示状況 

（単位：社） 

開示日
四半期財務・
業績の概況

累計社数 比率
四半期業績の
概況（経過措置）

累計社数 比率 計

1月1日 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0
1月2日 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0
1月3日 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0
1月4日 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0
1月5日 1 1 0.1% 0 0 0.0% 1
1月6日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月7日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月8日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月9日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月10日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月11日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月12日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月13日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月14日 0 1 0.1% 0 0 0.0% 0
1月15日 1 2 0.1% 0 0 0.0% 1
1月16日 5 7 0.4% 0 0 0.0% 5
1月17日 2 9 0.5% 0 0 0.0% 2
1月18日 3 12 0.7% 1 1 1.5% 4
1月19日 7 19 1.1% 1 2 3.0% 8
1月20日 0 19 1.1% 0 2 3.0% 0
1月21日 0 19 1.1% 0 2 3.0% 0
1月22日 10 29 1.7% 1 3 4.5% 11
1月23日 11 40 2.4% 2 5 7.5% 13
1月24日 17 57 3.4% 0 5 7.5% 17
1月25日 67 124 7.4% 0 5 7.5% 67
1月26日 104 228 13.6% 15 20 29.9% 119
1月27日 0 228 13.6% 0 20 29.9% 0
1月28日 0 228 13.6% 0 20 29.9% 0
1月29日 95 323 19.2% 3 23 34.3% 98
1月30日 124 447 26.6% 3 26 38.8% 127
1月31日 215 662 39.4% 4 30 44.8% 219
2月1日 57 719 42.8% 1 31 46.3% 58
2月2日 127 846 50.4% 4 35 52.2% 131
2月3日 0 846 50.4% 0 35 52.2% 0
2月4日 0 846 50.4% 0 35 52.2% 0
2月5日 97 943 56.2% 4 39 58.2% 101
2月6日 101 1,044 62.2% 1 40 59.7% 102
2月7日 79 1,123 66.9% 0 40 59.7% 79
2月8日 104 1,227 73.1% 3 43 64.2% 107
2月9日 224 1,451 86.4% 14 57 85.1% 238
2月10日 0 1,451 86.4% 0 57 85.1% 0
2月11日 0 1,451 86.4% 0 57 85.1% 0
2月12日 0 1,451 86.4% 0 57 85.1% 0
2月13日 68 1,519 90.5% 2 59 88.1% 70
2月14日 50 1,569 93.4% 1 60 89.6% 51
2月15日 44 1,613 96.1% 1 61 91.0% 45
2月16日 39 1,652 98.4% 3 64 95.5% 42
2月17日 0 1,652 98.4% 0 64 95.5% 0
2月18日 0 1,652 98.4% 0 64 95.5% 0
2月19日 2 1,654 98.5% 2 66 98.5% 4
2月20日 7 1,661 98.9% 0 66 98.5% 7
2月21日 5 1,666 99.2% 0 66 98.5% 5
2月22日 3 1,669 99.4% 0 66 98.5% 3
2月23日 6 1,675 99.8% 1 67 100.0% 7
2月24日 0 1,675 99.8% 0 67 100.0% 0
2月25日 0 1,675 99.8% 0 67 100.0% 0
2月26日 2 1,677 99.9% 0 67 100.0% 2
2月27日 0 1,677 99.9% 0 67 100.0% 0
2月28日 2 1,679 100.0% 0 67 100.0% 2

合　計 1,679 67 1,746  
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２．開示対象期間 

第３四半期に係る財務・業績の概況の開示においては、期初からの９か月間の累計値を記載

する方法または期初からの９か月間の累計値と直前の３か月間の数値を併記する方法のいず

れかが原則となります。 

当第３四半期の開示の開示対象期間の状況は、次のとおりであり、９か月間の累計値のみを

記載している会社が大部分を占めています。 

（単位：社） 

９か月間の累計 

のみ開示 

９か月間の累計及び

直前３か月間を開示

１,５４７ 

（９２.１％） 

１３２ 

（７.９％） 

 

 

３．連結・個別情報の開示状況 

四半期財務・業績の概況の開示においては、連結情報の開示が連結財務諸表作成会社につい

ては義務付けられており、個別情報の開示は任意とされています。 

当第３四半期にかかる連結・個別情報の開示状況は、次のとおりです。 

（単位：社） 

連結財務諸表作成会社 

連結のみ 連結及び個別 

連結財務諸表 

非作成会社 

９０９ ６７４ ９６ 

 

 

○ 個別財務諸表添付状況（連結・個別情報の双方の開示を行った会社（６７４社中）） 

（単位：社） 

（要約）貸借対照表 （要約）損益計算書 

３７０ ３７３ 
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４．「キャッシュ・フローの状況」の開示状況 

四半期財務・業績の概況の開示においては、売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）

純利益、総資産及び純資産の額の各項目の開示が原則として求められています。 

これらの開示項目のほか、当第３四半期に係る財務・業績の概況の開示において、開示資料

に項目欄を設けてキャッシュ・フローの状況を開示した会社数は、次のとおりであり、前回

調査時（平成１９年３月期第１四半期）と比較すると若干の増加が見られます。 

（単位：社） 

平成１９年３月期 

第３四半期 

平成１９年３月期 

第１四半期 

１,０９９ 

（６５.５％） 

１,０７９ 

（６４.６％） 

※ 比率は、四半期財務・業績の概況の開示会社数を分母としています。 

 

 

５．添付資料（キャッシュ・フロー計算書、セグメント情報及び株主資本等変動計算書の添付） 

四半期財務・業績の概況の開示においては、（要約）貸借対照表及び（要約）損益計算書の

添付が原則として求められています。 

当第３四半期に係る財務・業績の概況の開示において、その他の添付資料として、キャッシ

ュ・フロー計算書、セグメント情報、株主資本等変動計算書を開示資料に添付した会社数は、

次のとおりであり、キャッシュ・フロー計算書及びセグメント情報の開示会社数については

若干の増加にとどまっている一方、株主資本等変動計算書の開示会社数が大きく増加してい

ます。 

（単位：社） 

 
キャッシュ・フロー

計算書 
セグメント情報 

株主資本等 

変動計算書 

平成１９年３月期

第３四半期 

１,０６１ 

（６３.２％） 

８８４ 

（５５.８％） 

８００ 

（４７.６％） 

平成１９年３月期

第１四半期 

１,０３９ 

（６２.３％） 

８７７ 

（５５.８％） 

６４１ 

（３８.４％） 

※ 比率の算出については、キャッシュ・フロー計算書及び株主資本等変動計算書は、四半

期財務・業績の概況の開示会社数を分母とし、セグメント情報は四半期財務・業績の概況

の開示会社のうち連結財務諸表作成会社数を分母としています。また、セグメント情報に

関する比率の算出については、すべての項目について開示要件に該当しないため記載を省

略している旨の記載があるものを含みます。 
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６．業績予想 

上場会社は、通常、決算発表において通期・中間の業績予想を開示し、中間決算発表におい

て通期の業績予想を開示しています。 
四半期財務・業績の概況の開示の時点においては、業績予想の見直し・開示が必須とされて

いるわけではありませんが、投資者への情報開示の充実の観点からは、四半期財務・業績の

概況の開示の時点において業績予想の開示が行われることが望ましいと考えられます。 

当第３四半期に係る財務・業績の概況の開示における業績予想に関する開示状況は次のとお

りです。 
（単位：社） 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

業績予想数値の記載あり 業績予想数値の記載なし 業績予想欄なし

売上高、営業利

益、経常利益、当

期純利益を開示 

売上高、経常利益、

当期純利益を開示 

業績予想数値の

変更を行って 

いない旨を記載

業績予想の見直し

を行っていない

旨を明記 

業績予想を開示

しない旨を明記 

業績予想欄自体

がない 

１８１ 

（１０.８％） 

１,２１９ 

（７２.６％） 

２１７ 

（１２.９％）

３７ 

（２.２％） 

２１ 

（１.３％） 

４ 

（０.２％） 

※ 米国会計基準適用会社で業績予想数値を開示している会社（２５社）については、「売上高、経常

利益、当期純利益を開示」に含めています。 

※ 比率は、四半期財務・業績の概況の開示会社数（１,６７９社）を分母としています。 
 
直前に開示された業績予想について見直しを行った場合（見直しの結果、業績予想の修正を

行わない場合を含む。）には、四半期財務･業績の概況の記載要領において、見直し後の予想

数値及びその背景等について記載することとなっていますが、当第３四半期において、業績

予想数値を記載している会社（上記①＋②）は１,４００社（８３.４％）となっています。

また、業績予想数値を記載せず、予想数値の変更を行っていない旨のみを記載している会社

（③）も２１７社（１２.９％）見られました。 
 
また、業績予想を記載する項目について、現状四半期では必須とされている項目はありませ

んが、年度の決算短信では売上高、経常利益及び当期純利益の開示（平成１９年３月１日以

降に開始する事業年度については、これに加え営業利益）が求められています。 

当第３四半期に係る業績予想項目についての開示状況については、売上高、経常利益及び当

期純利益の開示を行っている会社（②）は１,２１９社（７２.６％）あり、これに加えて営

業利益の開示を行っている会社（①）は１８１社（１０.８％）も見られました。 

 
さらに、業績予想に関し、見直しを行わない場合はその旨を記載することが求められますが、

業績予想の見直しを行っていない旨を記載している会社（④）については３７社（２.２％）

見られ、業績予想を行うことが困難である等の理由により、業績予想に関する記載を行って

いない旨を明記している会社（⑤）については２１社（１.３％）となっています。 
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また、開示した業績予想については文章で何らかの説明（業績予想変更の理由の記載や、実

績が予想通り推移している旨など）をすることが望ましいと考えられますが、その開示状況

は次のとおりであり、業績予想に関する説明を行っている会社が半数を超えています。 
（単位：社） 

 
業績予想に関する 

説明あり 

業績予想に関する 

説明なし 

社数 
８７１ 

（５２.０％） 

８０４ 

（４８.０％） 

※ 比率は、業績予想の開示会社を分母としています。 
 
 

以  上 
 

 
 
 

【 本 件 に 関 す る お 問 合 せ 先 】 
株式会社 東京証券取引所 

上場部上場管理担当 開示・企画グループ 
電 話： （０３）３６６６－０１４１（代表） 

 


